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議案第１５号

　　関西広域連合規約の変更に関する協議について

　次のとおり関西広域連合規約の一部を変更することに関し協議することについて、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の１１の規定により、本議会の議決を求め

る。

　　平成２５年６月６日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治

　　　関西広域連合規約の一部を改正する規約（案）

　関西広域連合規約（平成２２年１２月１日総行市第２５０号総務大臣許可）の一部を次

のように改正する。

　第８条中「２０人」を「３６人」に改める。

　第９条第２項中「それぞれの構成団体について１人に、次の各号に掲げる構成団体の区

分に応じ、当該各号に定める人数を加えた人数」を「第１号に定める人数（以下本項にお

いて「府県域定数」という。）を基準として、第２号に定める人数」に改め、同項各号を

次のように改める。

　（１）　それぞれの構成府県の区域について２人に、次に掲げる構成府県の区分に応じ、

　　それぞれ次に定める人数を加えた人数

　　ア　人口（地方自治法第２５４条に規定する人口をいう。以下本号において同じ。）

　　　２５０万未満の構成府県　２人

　　イ　人口２５０万以上５００万未満の構成府県　４人



66

　　ウ　人口５００万以上７５０万未満の構成府県　６人

　　エ　人口７５０万以上の構成府県　８人

　（２）　次の表の左欄に掲げる構成団体ごとに、それぞれ同表の右欄に定める人数

　第９条第３項中「前２項」を「前３項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項の

次に次の１項を加える。

３　次の各号に掲げる構成団体については、前項の規定にかかわらず、その議会ごとに選

挙する広域連合議員の人数は、同項の規定による人数から当該各号に定める人数を減じ

た人数とする。

　（１）　第４条第２項の規定により、広域連合が処理することとされている同条第１項第

　２号から第８号までに掲げる事務の数が３以下となる構成団体　１人

　（２）　構成団体間の均衡又は国の地方行政機関の管轄区域を考慮して定めた次に掲げる

　構成団体　１人

ア　兵庫県

イ　鳥取県

ウ　徳島県

　附則中第５項を削り、第６項を第５項とし、第７項を第６項とし、第８項を第７項とす

る。

　　　附　則

　（施行期日）

構成団体 人数

構成指定都市を包括する構成府県 当該構成府県の府県域定数から包括する構

成指定都市の人数を減じた人数

上記以外の構成府県 当該構成府県の府県域定数に相当する人数

構成指定都市 次に掲げる構成指定都市の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める人数

ア　大阪市　３人

イ　京都市、堺市及び神戸市　２人
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１　この規約は、総務大臣の許可のあった日から施行する。

（広域連合議員の人数に係る経過措置）

２　この規約の施行の際現に広域連合議員である者の人数が改正後の第９条の規定による

人数を超えることとなる構成団体の広域連合議員の人数は、当該構成団体の議会におい

て同条の規定による選挙が行われるまでの間、なお従前の例による。この場合における

広域連合議員の定数は、改正後の第８条の規定にかかわらず、３６人に当該超えること

となる広域連合議員の人数を加えた人数とする。


